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一般社団法人石川県産業資源循環協会

目的

一般社団法人石川県産業資源循環協会は、
産業廃棄物の適正処理を推進し、県・市民の
生活環境の保全と産業の健全な発展に貢献す
ることを目的として昭和53年に設立されまし
た。その後、平成5年に石川県知事の許可を受
けて社団法人化、民法第34条の規定に基づく
公益法人であります。創立以来、適正処理体
制の確立のために、石川県知事、金沢市長許
可の処理業者の組織化、経営基盤の整備、研
修・講習会の開催、処理技術の調査・研究、
福利厚生制度の充実、専門情報の提供などさ
まざまな事業を展開しています。

事業内容

・調査研究事業
・資料および情報の収集並びに提供事業
・研修事業
・相談および自指導事業
・知識の普及および啓蒙事業
・関係行政機関の施策に対する協力事業

環境保全対策基金の設置および運営その他産業廃棄
物による公害発生に係わる環境保全対策事業、前各
項の事業を達成するために必要な事業

１



一般社団法人石川県産業資源循環協会
会員

正会員：石川県知事又は金沢市長より許可を受けて
いる産業廃棄物処理業者及び石川県内においてその
事業活動に伴い産業廃棄物を排出する者で本会の目
的に賛同して入会したもの

賛助会員：正会員以外で、本会の事業に賛同して入
会した個人または団体

顧問：学識経験者で理事会において推薦された方

現在の会員企業数（賛助会員含む）
※令和7年2月末時点

３１０社

協会概要

名称：一般社団法人石川県産業資源循環協会
所在地：〒920-918
石川県金沢市尾山町9番13号金沢商工会議所会館3階
電話番号：076-224-9101
FAX番号：076-224-9102
創立：昭和53年5月
設立：平成5年8月
一般社団法人移行：平成26年4月

石川県産業資源循環協会会長

環境開発株式会社

代表取締役 髙山盛司

２



一般社団法人石川県産業資源循環協会

１５自治体と災害協定締結済
３



令和6年能登半島地震における災害廃棄物処理対応の流れ

フェーズ１）公衆衛生面において迅速な処理が必要な廃棄物処理
処理対象：生活ごみ（生ごみ、可燃ごみ、尿や汚物などを固化したものなど）
石川産資協対応：パッカー車やダンプ車にて被災地（避難所など）の廃棄物回収作業

フェーズ２）片付けごみ処理
処理対象：被災した家屋を整理した際に発生する廃棄物
石川産資協対応：仮置場の運営管理および廃棄物の適正処理（処分先管理含む）

フェーズ３）公費解体廃棄物処理
処理対象物：公費解体にて発生する廃棄物
石川産資協対応：仮置場の運営管理および廃棄物の適正処理（処分先管理含む）
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出典：令和6年能登半島地震に係る石川県災害廃棄物処理実行計画

災害廃棄物処理に係る全体工程表

５



災害廃棄物の処理体制

出典：令和6年能登半島地震に係る石川県災害廃棄物処理実行計画

災害廃棄物の分別基準
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スケジュール管理（災害廃棄物の処理）

出典：石川県・環境省（公費解体加速化プラン） ７



出典：石川県・環境省（公費解体加速化プラン）

災害廃棄物処理体制の拡充（運搬体制）

８



災害廃棄物処理体制の拡充（広域処理先）

出典：石川県・環境省（公費解体加速化プラン） ９



災害対策会議・処理スキーム説明会
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災害廃棄物仮置場
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陸上輸送 県内・県外 処理施設への搬出
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陸上輸送 県内・県外 処理施設への搬出
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海上輸送 県外 処理施設への搬出 １４



災害廃棄物積替場

１５



鉄道(JR)輸送 県外 処理施設への搬出 １６



１７奥能登豪雨時の仮置場状況



仮置場運営における数量管理
数量管理方法
仮置場ごとの災害廃棄物の受入量、搬出量、保管量、業務
日報、現場状況写真などの管理全般とDX推進を目的として、
クラウド型の業務管理プラットフォーム「kintone：キン
トーン」を活用した災害廃棄物処理管理システムを構築し
運用開始。（R６年６月～）
上記システムと電子マニフェストシステム（JWNET）を連
携させることで仮置場ごとの数量管理、運搬業者、処分業
者まで災害廃棄物処理数量の一元管理を行っている。

システム特徴
汎用的なプラットフォーム「キントーン」
アプリは各個人のスマートフォンにインス
トールすることもでき、リアルタイムでの
数量管理の実現、透明性の確保、事務処理
作業の効率化が図れている。
kintoneとJWNETを利用することにより災
害廃棄物処理管理システムを短期間で構築
することができ、JWNET利用は本業界の
DX推進にも寄与している。 １８



災害廃棄物処理管理システム（kintone：キントーン）
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災害廃棄物処理管理システム（仮置場受入：全体）
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災害廃棄物処理管理システム（仮置場受入：仮置場単位）
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災害廃棄物処理管理システム（仮置場排出：仮置場単位）
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災害廃棄物処理管理システム（仮置場業務日報：仮置場単位）
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災害廃棄物処理管理システム（仮置場状況写真：仮置場単位）
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災害廃棄物処理管理システム（海上運搬詳細：予定及び実績）
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災害廃棄物処理に関する各種フォーマットについて

災害廃棄物処理に関する管理システム、申請書類や請求に関するエビデンス書類などの各種フォーマットが事前にある
と必要情報が明確化となり、災害廃棄物処理業務をスムーズに運用開始できる。

能登半島地震等における主な課題と対応策・提案
仮置場の安定的な管理運営について

当初計画の推計解体棟数、災害廃棄物発生推計量が奥能登豪雨の影響もあり、R7年3月時点で約1.7倍まで増加している。
一方で目標となる解体完了期日（R7年10月）、災害廃棄物処理完了期日（R8年3月）は当初計画のままとなっている。
そのため、目標達成に向けて解体班数を増班、災害廃棄物処理業者を追加し日々対応しているが、解体班数の急激な増
班に伴い一部の仮置場では処理対応に苦慮する事案が発生した。
基本的な仮置場開設時間（8：00～17：00）では仮置場1ヶ所あたりの車両受入台数、搬出台数には上限があるため、
仮置場の状況に応じた解体棟数の調整などが急務となっており、各被災市町ごとの工程管理会議等を通じ、石川県構造
物解体協会との連携を強化し、安定的な仮置場運営に努める必要がある。
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災害時に活躍する当業界を支援する仕組みの構築（全国産業資源循環連合会）

産業資源循環業が所有する最終処分場等に災害廃棄物を受入れる場合において、緊急性・公共性が高いことに鑑み、事
業者の負担を軽減すべく、経営面の各種支援、廃棄物処理法上の手続き面の優遇措置を設けていただくこと。具体的に
は、災害廃棄物の処分のために利用した容量に係る税の特例や維持管理積立金の負担軽減措置や災害廃棄物の搬入手続
きの緩和、災害廃棄物を受け入れた最終処分場の変更手続きの緩和などをお願いしたい。



ご清聴ありがとうございました。

能登の復旧・復興にご支援いただき感謝申し上げます。

引き続きご支援を賜りますようお願い申し上げます。

一般社団法人石川県産業資源循環協会




